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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　記号を含む図案が施される部材の表面に立体形状を形成する立体形成方法であって、
　前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、
前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い
第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を、前記第１の高さ情報に含まれる前記
記号領域の高さ情報を変更して生成し、
　生成した前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成
する
ことを特徴とする立体形成方法。
【請求項２】
　記号を含む図案が施される部材の表面に立体形状を形成する立体形成方法であって、
　前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、
前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い
第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を、前記第１の高さ情報に含まれる前記
保護領域の高さ情報を変更して生成し、
　生成した前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成
し、
　前記保護領域は、前記図案が施される領域のうちの前記記号領域を除く領域である
ことを特徴とする立体形成方法。
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【請求項３】
　記号を含む図案が施される部材の表面に立体形状を形成する立体形成方法であって、
　前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、
前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い
第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を生成し、
　前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成する
ことを特徴とし、
　前記第２の立体形状が表面に形成された前記部材は、切手であり、
　前記記号は、前記切手の額面を表わす数字又は文字である
ことを特徴とする立体形成方法。
【請求項４】
　記号を含む図案が施される部材の表面において、
　前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、
前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い
第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を、前記第１の高さ情報に含まれる前記
記号領域の高さ情報を変更して生成する高さ情報生成手段と、
　生成した前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成
する立体形状形成手段と、を備える
ことを特徴とする立体形成装置。
【請求項５】
　記号を含む図案が施される部材の表面において、
　前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、
前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い
第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を、前記第１の高さ情報に含まれる前記
記号領域の高さ情報を変更して生成する高さ情報生成手段と、
　生成した前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成
する立体形状形成手段と、を備え、
　前記保護領域は、前記図案が施される領域のうちの前記記号領域を除く領域である
ことを特徴とする立体形成装置。
【請求項６】
　記号を含む図案が施される部材の表面において、
　前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、
前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い
第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を、前記第１の高さ情報に含まれる前記
記号領域の高さ情報を変更して生成する高さ情報生成手段と、
　生成した前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成
する立体形状形成手段と、を備え、
　前記第２の立体形状が表面に形成された前記部材は、切手であり、
　前記記号は、前記切手の額面を表わす数字又は文字である
ことを特徴とする立体形成装置。
【請求項７】
　記号を含む図案が施される部材の表面に立体形状を形成する立体形成装置のコンピュー
タを、
　前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、
前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い
第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を、前記第１の高さ情報に含まれる前記
記号領域の高さ情報を変更して生成する高さ情報生成手段、
　生成した前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成
する立体形状形成手段、
として機能させることを特徴とするプログラム。
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【請求項８】
　記号を含む図案が施される部材の表面に立体形状を形成する立体形成装置のコンピュー
タを、
　前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、
前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い
第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を、前記第１の高さ情報に含まれる前記
保護領域の高さ情報を変更して生成する高さ情報生成手段、
　生成した前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成
する立体形状形成手段、として機能させ、
　前記保護領域は、前記図案が施される領域のうちの前記記号領域を除く領域である
ことを特徴とするプログラム。
【請求項９】
　記号を含む図案が施される部材の表面に立体形状を形成する立体形成装置のコンピュー
タを、
　前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、
前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い
第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を生成する高さ情報生成手段、
　前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成する立体
形状形成手段、として機能させ、
　前記第２の立体形状が表面に形成された前記部材は、切手であり、
　前記記号は、前記切手の額面を表わす数字又は文字である
ことを特徴とするプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、立体形成方法、立体形成装置、及び、プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　立体形成技術の一種として、加熱により発泡してその体積を増加させる熱膨張性シート
に黒いインク又はトナーで所望のパターンを印刷し、その後、熱膨張性シートの全面に一
様に光を照射する技術が知られている。この技術は、黒いインク又はトナーで印刷された
領域は印刷されていない領域に比べて熱の吸収率が高くなりより高温に加熱されることを
利用したものであり、黒いインク又はトナーで印刷された領域のシートが発泡して隆起す
るというものである。特許文献１には、この技術を用いた立体印刷装置が記載されている
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－１７１３１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、上記の技術によって熱膨張性シートの表面に立体形状が形成された製造物は
、その流通過程において、表面の一部が削れてしまう可能性がある。例えば、上記の技術
で凹凸のある立体的な切手を製造した場合であれば、額面を表わす数字や文字などが印刷
された部分が削れてしまうと、切手の額面に関する情報が欠落してしまい、切手の額面が
不明となってしまう。
【０００５】
　以上の実情を踏まえ、本発明は、数字や文字などの記号が印刷される領域が適切に保護
される立体形状を、熱膨張性シート等の部材の表面に形成する技術を提供することを目的
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とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一態様は、記号を含む図案が施される部材の表面に立体形状を形成する立体形
成方法であって、前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の
高さ情報から、前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の
高さよりも高い第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を、前記第１の高さ情報
に含まれる前記記号領域の高さ情報を変更して生成し、生成した前記第２の高さ情報に基
づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成する立体形成方法を提供する。
【０００７】
　本発明の別の態様は、記号を含む図案が施される部材の表面において、前記図案に基づ
いて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、前記記号が施され
る記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い第２の立体形状の
高さを指定する第２の高さ情報を、前記第１の高さ情報に含まれる前記記号領域の高さ情
報を変更して生成する高さ情報生成手段と、生成した前記第２の高さ情報に基づいて、前
記部材の表面に前記第２の立体形状を形成する立体形状形成手段と、を備えることを特徴
とする立体形成装置を提供する。
【０００８】
　本発明の更に別の態様は、記号を含む図案が施される部材の表面に立体形状を形成する
立体形成装置のコンピュータを、前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを
指定する第１の高さ情報から、前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが
前記記号領域の高さよりも高い第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を、前記
第１の高さ情報に含まれる前記記号領域の高さ情報を変更して生成する高さ情報生成手段
、生成した前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成
する立体形状形成手段、として機能させることを特徴とするプログラムを提供する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、数字や文字などの記号が印刷される領域が適切に保護される立体形状
を、熱膨張性シート等の部材の表面に形成する技術を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の一実施形態に係る立体形成装置１の構成を例示した図である。
【図２】熱膨張性シートの構成を示した図である。
【図３】インクジェットプリンタ部４の構成を示す斜視図である。
【図４】立体形成装置１の制御装置を含む回路ブロック図である。
【図５】立体形成装置１で行われる立体形成処理の流れを示すフローチャートである。
【図６】立体形成装置１のインクジェットプリンタ部４で印刷する切手の図案の一例を示
した図である。
【図７】保護領域の配置の一例を示した図である。
【図８】保護領域の配置の別の例を示した図である。
【図９】図５に示す第２の高さ情報生成処理の流れを示すフローチャートである。
【図１０】図５に示す第２の高さ情報生成処理の変形例の流れを示すフローチャートであ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　図１は、本発明の一実施形態に係る立体形成装置１の構成を例示した図である。図１に
示す立体形成装置１は、高さを指定する高さ情報に応じた立体形状を、記号を含む図案が
施される部材の表面に形成する装置であり、最下部に設けられた黒トナー印刷部２と、そ
の上に設けられた熱膨張加工部３と、最上部に設けられたインクジェットプリンタ部４と
を備えている。



(5) JP 6248917 B2 2017.12.20

10

20

30

40

50

【００１７】
　黒トナー印刷部２は、装置筐体５の内部中央において、水平方向に延在する無端状の転
写ベルト６を備えている。転写ベルト６は、不図示の張設機構によって張設され、駆動ロ
ーラ７と従動ローラ８に掛け渡されている。転写ベルト６は、駆動ローラ７により駆動さ
れて、図の矢印ａで示す反時計回り方向に循環移動する。
【００１８】
　転写ベルト６の上の循環移動面に接して画像形成ユニット９の感光体ドラム１１が配設
されている。感光体ドラム１１には、その周面を取り巻くように近接して、図示を省略し
たクリーナ、初期化帯電器、光書込ヘッドに続いて、現像ローラ１２等が配置されている
。
【００１９】
　現像ローラ１２は、トナー容器１３の側部開口部に配置されている。トナー容器１３の
中には黒色トナーＫが収容されている。黒色トナーＫは非磁性一成分トナーから成ってい
る。
【００２０】
　現像ローラ１２は、トナー容器１３に収容されている黒色トナーＫの薄層を表面に担持
して、光書込ヘッドによって感光体ドラム１１の周面上に形成されている静電潜像を黒色
トナーＫで現像する。
【００２１】
　感光体ドラム１１の下部には、転写ベルト６を介して一次転写ローラ１４が圧接して、
これにより一次転写部を形成している。一次転写ローラ１４には、不図示のバイアス電源
からバイアス電圧を供給される。
【００２２】
　一次転写ローラ１４は、バイアス電源から供給されるバイアス電圧を転写ベルト６に印
加して、感光体ドラム１１の周面上に黒色トナーＫで現像されている画像を転写ベルト６
に転写する。
【００２３】
　転写ベルト６の図１に示す右端部が掛け渡されている従動ローラ８には、転写ベルト６
を介して二次転写ローラ１５が圧接し、これにより二次転写部を形成している。二次転写
ローラ１５には、不図示のバイアス電源からバイアス電圧が供給される。
【００２４】
　二次転写ローラ１５は、バイアス電源から供給されるバイアス電圧を転写ベルト６に印
加し、転写ベルト６に一次転写されている黒色トナーＫの画像を、画像形成搬送路１６に
沿って矢印で示すように図１の下方から搬送されてくる記録媒体１７に転写する。
【００２５】
　尚、本例の記録媒体１７（印刷媒体とも言う）には熱膨張性シートが使用される。熱膨
張性シートは、図２に示すように、基材１７ａと、この基材１７ａ上にコーティングされ
た発泡層１７ｂと、からなる。基材１７ａは、紙、キャンバス地などの布、プラスチック
などのパネル材などからなり、材質は特に限定されるものではない。発泡層１７ｂは、加
熱により発泡してその体積を増加させるといった性質を有する層であり、熱膨張性マイク
ロカプセルが含まれる樹脂からなる。なお、図２（ａ）には発泡層１７ｂが発泡していな
い状態の熱膨張性シートが、図２（ｂ）には発泡層１７ｂの一部が発泡している状態の熱
膨張性シートが示されている。
【００２６】
　記録媒体１７は、給紙カセット等から成る記録媒体収容部１８に積載されて収容され、
不図示の給紙ローラ等により最上部の一枚が取り出され、画像形成搬送路１６に送出され
る。その後、画像形成搬送路１６を搬送されて、上記の二次転写部を通過時に黒色トナー
Ｋの画像が転写される。
【００２７】
　黒色トナーＫの画像が転写された記録媒体１７は、定着搬送路１９に沿って定着部２１
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へと搬送される。定着部２１の加熱ローラ２２と押圧ローラ２３は、記録媒体１７を挟持
し、熱と圧力を加えながら搬送する。
【００２８】
　これにより、記録媒体１７には、二次転写されている黒色トナーＫの画像が紙面に定着
される。その後、記録媒体１７は、加熱ローラ２２と押圧ローラ２３により更に搬送され
、定着部排出ローラ対２４により黒トナー印刷部２の上方の熱膨張加工部３に排出される
。尚、定着部２１における記録媒体１７（熱膨張性シート）の搬送速度は比較的速い。こ
のため、加熱ローラ２２による加熱で、熱膨張性シートの黒色トナーＫの画像が印刷され
た部分（以降、黒色トナー印刷部分）が膨張することはない。
【００２９】
　熱膨張加工部３には、上部に媒体搬送経路２５が形成され、この媒体搬送経路２５に沿
って４組の搬送ローラ対２６（２６ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄ）が配置されている。そ
して、媒体搬送経路２５のほぼ中央部の下方に、熱光線放射部２７が配置されている。
　熱光線放射部２７は、ハロゲンランプ２７ａと、このハロゲンランプ２７ａの下方向半
分を取り囲む断面がほぼ半円状の反射鏡２７ｂとで構成されている。
【００３０】
　本例では、ハロゲンランプ２７ａには、９００Ｗのものが使用され、媒体搬送経路２５
を搬送される記録媒体１７の表面から４ｃｍ離れた位置に配置される。記録媒体１７を搬
送する搬送ローラ対２６の搬送速度は２０ｍｍ／秒である。この条件で記録媒体１７は１
００℃～１１０℃に熱せられ、記録媒体１７の黒色トナー印刷部分が熱膨張する。
【００３１】
　尚、黒トナー印刷部２の記録媒体１７の搬送速度は速く、熱膨張加工部３の記録媒体１
７の搬送速度は遅いが、記録媒体１７は記録媒体収容部１８から一枚ごとに搬送され、熱
膨張加工部３での搬送が終了するまでは連続搬送は行われない。
【００３２】
　したがって、熱膨張加工部３に搬送された記録媒体１７は、黒トナー印刷部２の定着部
排出ローラ対２４と熱膨張加工部３の最初の搬送ローラ対２６ａとの間の搬送経路ｂで撓
んだ状態で、少しの時間滞留するだけで、全体として搬送に不都合は生じない。
【００３３】
　搬送ローラ対２６は、搬送方向に直交する記録媒体１７の幅方向に延在する長尺のロー
ラ対で構成してもよく、又は、記録媒体１７の両側端部のみを挟持して搬送する短尺のロ
ーラ対で構成することもできる。
【００３４】
　熱膨張加工部３で黒色トナー印刷部分が熱膨張して立体化した記録媒体１７は、搬送経
路ｃに沿ってインクジェットプリンタ部４に搬入される。
【００３５】
　尚、上記の搬送ローラ対２６は、搬送方向に直交する記録媒体１７の幅方向に延在する
長尺のローラ対で構成してもよく、又は記録媒体１７の両側端部のみを挟持して搬送する
短尺のローラ対で構成することもできる。
【００３６】
　図３は、インクジェットプリンタ部４の構成を示す斜視図である。図３に示すインクジ
ェットプリンタ部４には、図１に示した搬送経路ｃと排紙トレー２９を外部に備えた媒体
排出口２８との間に、図３に示す内部フレーム３７が配置されている。
【００３７】
　インクジェットプリンタ部４は、媒体搬送方向に直交する両方向矢印ｄで示す方向に往
復移動可能に設けられたキャリッジ３１を備えている。キャリッジ３１には、印字を実行
する印字ヘッド３２とインクを収容しているインクカートリッジ３３（３３ｗ、３３ｃ、
３３ｍ、３３ｙ）が取り付けられている。
【００３８】
　カートリッジ３３ｗ、３３ｃ、３３ｍ、３３ｙは、それぞれ、ホワイトＷ、シアンＣ、
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マゼンタＭ、イエローＹの色インクを収容する。これらのカートリッジは、個別に、又は
各インク室が１個の筐体内に一体化された構成をしており、各色インクを吐出するそれぞ
れのノズルを有する印字ヘッド３２に連結されている。
【００３９】
　また、キャリッジ３１は、一方ではガイドレール３４により滑動自在に支持され、他方
では歯付き駆動ベルト３５に固着している。これにより、印字ヘッド３２及びインクカー
トリッジ３３（３３ｗ、３３ｃ、３３ｍ、３３ｙ）は、キャリッジ３１と共に、図３の両
方向矢印ｄで示す、媒体搬送方向と直交する方向つまり印字の主走査方向に往復駆動され
る。
【００４０】
　この印字ヘッド３２と立体形成装置１の後述する制御装置（コンピュータ）との間には
、フレキシブル通信ケーブル３６が内部フレーム３７を介して接続されている。このフレ
キシブル通信ケーブル３６を通して制御装置から印字データと制御信号が印字ヘッド３２
に送出される。
【００４１】
　この印字ヘッド３２に対向し、印字ヘッド３２の上記主走査方向に延在して、内部フレ
ーム３７の下端部に媒体搬送路の一部を構成するプラテン３８が配設されている。
【００４２】
　このプラテン３８に接して記録媒体１７が給紙ローラ対３９（下のローラは記録媒体１
７の陰になっていて図では見えない）と排紙ローラ対４１（下のローラは同様に記録媒体
１７の陰になって見えない）により図３の矢印ｅで示す印字副走査方向に間欠的に搬送さ
れる。
【００４３】
　この記録媒体１７の間欠搬送の停止期間中に、印字ヘッド３２は、モータ４２により歯
付き駆動ベルト３５及びキャリッジ３１を介して駆動されながら、記録媒体１７に近接し
た状態でインク滴を噴射して紙面に印字する。このように記録媒体１７の間欠搬送と印字
ヘッド３２による往復移動時の印字との繰り返しによって記録媒体１７の全面に印字（印
刷）が行われる。
【００４４】
　図４は、立体形成装置１の制御装置を含む回路ブロック図である。なお、立体形成装置
１の制御装置は、立体形成装置１のコンピュータであり、且つ、後述する第２の高さ情報
を生成する高さ情報生成手段である。図４に示すように回路ブロックは、ＣＰＵ（centra
l processing unit)４５を中心にして、このＣＰＵ４５に、それぞれデータバスを介して
、Ｉ／Ｆ＿ＣＯＮＴ（インターフェイスコントローラ）４６、及び、ＰＲ＿ＣＯＮＴ（プ
リンタコントローラ）４７が接続されている。上記のＰＲ＿ＣＯＮＴ４７にはプリンタ印
字部４９が接続されている。
【００４５】
　また、ＣＰＵ４５には、ＲＯＭ（read only memory）５１、ＥＥＰＲＯＭ（electrical
ly erasable programmable ROM）５２、本体操作部の操作パネル５３、及び各部に配置さ
れたセンサからの出力が入力されるセンサ部５４が接続されている。ＲＯＭ５１はシステ
ムプログラムを格納されている。操作パネル５３はタッチ式の表示画面を備えている。
【００４６】
　ＣＰＵ４５は、ＲＯＭ５１に格納されているシステムプログラムを読出して、その読出
したシステムプログラムに従って各部を制御して処理を行う。
【００４７】
　すなわち、各部において、先ず、Ｉ／Ｆ＿ＣＯＮＴ４６は、例えばパーソナルコンピュ
ータ等のホスト機器から供給される印字データをビットマップデータに変換し、フレーム
メモリ５５に展開する。
【００４８】
　フレームメモリ５５には、黒トナーＫの印字データ、ホワイトＷ、シアンＣ、マゼンタ
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Ｍ、イエローＹの色インクそれぞれの印字データに対応する記憶エリアが設定されており
、この記憶エリアに上記各色の画像の印字データが展開される。展開されたデータはＰＲ
＿ＣＯＮＴ４７に出力され、ＰＲ＿ＣＯＮＴ４７からプリンタ印字部４９に出力される。
【００４９】
　プリンタ印字部４９は、エンジン部であり、ＰＲ＿ＣＯＮＴ４７からの制御の下で、図
１に示した黒トナー印刷部２の感光体ドラム１１、一次転写ローラ１４等を含む回転駆動
系、図１には図示を省略した初期化帯電器、光書込ヘッド等の被駆動部を有する画像形成
ユニット９の印加電圧や、転写ベルト６、定着部２１の駆動などのプロセス負荷への駆動
出力を制御する。
【００５０】
　更にプリンタ印字部４９は、図１に示した熱膨張加工部３の４組の搬送ローラ対２６の
駆動、熱光線放射部２７の発光駆動と、そのタイミングを制御する。そして、更にプリン
タ印字部４９は、図１及び図３に示したインクジェットプリンタ部４の各部の動作を制御
する。
【００５１】
　そして、ＰＲ＿ＣＯＮＴ４７から出力された黒トナーＫの画像データは、プリンタ印字
部４９から図１に示した黒トナー印刷部２の画像形成ユニット９の図示を省略した光書込
ヘッドに供給される。
【００５２】
　また、ＰＲ＿ＣＯＮＴ４７から出力されたホワイトＷ、シアンＣ、マゼンタＭ、イエロ
ーＹの色インクそれぞれの画像データは、図３に示した印字ヘッド３２に供給される。
【００５３】
　なお、上述した黒トナーＫの印字データは、熱膨張加工部３で形成される立体形状の高
さを指定する高さ情報に相当する。図４に示す制御装置では、ホスト機器から供給された
黒トナーＫの印字データ（第１の高さ情報）から新たな黒トナーＫの印字データ（第２の
高さ情報）が生成されて、ＰＲ＿ＣＯＮＴ４７に出力される。
【００５４】
　図５は、立体形成装置１で行われる立体形成処理の流れを示すフローチャートである。
図６は、立体形成装置１のインクジェットプリンタ部４で印刷する切手の図案の一例を示
した図である。図７、保護領域の配置の一例を示した図である。図８は、保護領域の配置
の別の例を示した図である。図９は、図５に示す第２の高さ情報生成処理の流れを示すフ
ローチャートである。図１０は、図５に示す第２の高さ情報生成処理の変形例の流れを示
すフローチャートである。
【００５５】
　以下、図５から図１０を参照しながら、立体的な切手を製造する場合を例にして、上述
した立体形成装置１で行われる、所定の領域が保護される立体形状を形成する立体形成処
理について具体的に説明する。
【００５６】
　まず、立体形成装置１は、第１の高さ情報を取得する（ステップＳ１０）。第１の高さ
情報は、例えばパーソナルコンピュータ等のホスト機器から、Ｉ／Ｆ＿ＣＯＮＴ４６に供
給され、フレームメモリ５５に格納される。
【００５７】
　第１の高さ情報は、図６に示す切手１００の図案に基づいて決定される第１の立体形状
の高さを指定する高さ情報であり、図案が施された領域（図案領域１１０）の高さ情報と
、図案が施されていない図案領域外の縁の領域（縁領域１２０）の高さ情報を含んでいる
。
【００５８】
　図案が施された領域（図案領域１１０）の高さ情報は、さらに、図案に含まれる記号が
施される領域（記号領域１１１）の高さ情報と、図案領域１１０のうちの記号領域１１１
を除く領域（記号外領域１１２）の高さ情報を含んでいる。なお、図案に含まれる記号と
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は、図６では、切手１００の額面を表す文字又は数字（例えば、５２）である。
【００５９】
　本実施形態では、第１の立体形状のうちの図案領域１１０、記号領域１１１、記号外領
域１１２、縁領域１２０は、それぞれ０ｍｍからＹｍｍ、０ｍｍからＸｍｍ、０ｍｍから
Ｙｍｍ、０ｍｍの高さを有しているものとする。ここで、ＸはＹ未満、すなわち、Ｘ＜Ｙ
である。
【００６０】
　次に、立体形成装置１の制御装置は、第１の高さ情報から第２の高さ情報を生成する（
ステップＳ２０）。立体形成装置１の制御装置が生成した第２の高さ情報は、フレームメ
モリ５５に格納される。
【００６１】
　第２の高さ情報は、記号領域１１１が保護される第２の立体形状の高さを指定する高さ
情報であり、第２の立体形状は、記号領域１１１を保護する保護領域の高さが記号領域１
１１の高さよりも高い形状である。
【００６２】
　保護領域は、記号領域１１１を取り囲む領域であればよく、具体的には、縁領域１２０
であっても、記号外領域１１２の全部または一部であってもよい。また、保護領域は、縁
領域１２０のような記号領域１１１を完全に取り囲む領域であることが望ましいが、図７
及び図８に示すような記号領域１１１を少なくとも部分的に取り囲む領域（領域１１３、
１１４）であってもよい。図７には、記号領域１１１の三方に保護領域（領域１１３）が
形成された例が示されていて、図８には、記号領域１１１の周囲に離散的に配置された複
数の保護領域（領域１１４）が形成された例が示されている。
【００６３】
　第２の高さ情報は、図９に示すように、第１の高さ情報に含まれる保護領域の高さ情報
を変更することにより生成されてもよい。この場合、まず、第１の高さ情報から第１の立
体形状を特定し（ステップＳ２１）、その後、保護領域の高さが記号領域１１１の最大高
さよりも高くなるように保護領域の高さ情報を変更する（ステップＳ２２）。これにより
、第１の高さ情報から第２の高さ情報が生成される。
【００６４】
　具体的には、例えば、ステップＳ２１では、第１の高さ情報に含まれる記号領域１１１
の高さ情報から第１の立体形状の記号領域１１１の最大高さを特定する。そして、ステッ
プＳ２２では、第１の高さ情報に含まれる縁領域１２０の高さ情報を、記号領域１１１の
最大高さを超える高さを示す高さ情報に変更する。これにより、縁領域１２０が保護領域
として機能する第２の高さ情報を生成することができる。なお、第２の立体形状のうちの
記号領域１１１と縁領域１２０の高さは、それぞれ０ｍｍからＸｍｍ、Ｘ＋αｍｍとなる
。このため、記号領域１１１の高さ＜縁領域１２０の高さの関係が成立する。
【００６５】
　この場合、第２の高さ情報に含まれる図案領域１１０の高さ情報は、第１の高さ情報に
含まれるものと同じであるので、後述するステップＳ３０で、図案領域１１０については
、図案に基づいて決定される立体形状を再現することが可能となる。
【００６６】
　また、例えば、ステップＳ２１では、第１の高さ情報に含まれる記号領域１１１の高さ
情報と記号外領域１１２の高さ情報から、第１の立体形状の記号領域１１１の最大高さと
記号外領域１１２の高さを特定する。そして、ステップＳ２２では、第１の高さ情報に含
まれる記号外領域１１２の高さ情報を、記号外領域１１２の高さに記号領域１１１の最大
高さを越える高さを加えた高さを示す高さ情報に変更する。これにより、記号外領域１１
２が保護領域として機能する第２の高さ情報を生成することができる。なお、第２の立体
形状のうちの記号領域１１１と記号外領域１１２の高さは、それぞれ０ｍｍからＸｍｍ、
Ｘ＋αｍｍからＹ＋Ｘ＋αｍｍとなる。このため、記号領域１１１の高さ＜記号外領域１
１２の高さの関係が成立する。
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【００６７】
　この場合、後述するステップＳ３０によって、記号領域１１１に隣接する領域（以降、
記号隣接領域と記す。）が記号領域１１１よりも高くなるため、記号領域１１１をより確
実に保護することができる。
【００６８】
　なお、上述した手順により、記号外領域１１２が保護領域として機能する第２の高さ情
報を生成すると、記号外領域１１２の高さが熱膨張性シートで形成し得る立体形状の高さ
（以降、限界高さと記す。）を超えてしまうことある。
【００６９】
　この場合、ステップＳ２２において、まず、第１の立体形状の記号外領域１１２の高さ
を全体的に一様に縮小倍する。その後、第１の高さ情報に含まれる記号外領域１１２の高
さ情報を、縮小倍後の記号外領域１１２の高さ情報に記号領域１１１の最大高さを越える
高さを加えた高さを示す高さ情報に変更する。
【００７０】
　この方法によれば、縮小倍率を調整することで、記号外領域１１２の高さを限界高さ以
内に抑えることができるため、記号外領域１１２内における高低の関係を維持しつつ、記
号領域１１１をより確実に保護することができる。
【００７１】
　第２の高さ情報は、図１０に示すように、第１の高さ情報に含まれる記号領域１１１の
高さ情報を変更することにより生成されてもよい。この場合、まず、第１の高さ情報から
第１の立体形状を特定し（ステップＳ２３）、その後、保護領域の高さが記号領域１１１
の高さ（望ましくは最大高さ）よりも高くなるように記号領域１１１の高さ情報を変更す
る（ステップＳ２４）。これにより、第１の高さ情報から第２の高さ情報が生成される。
【００７２】
　具体的には、例えば、ステップＳ２３では、第１の高さ情報に含まれる記号領域１１１
の高さ情報と記号外領域１１２の高さ情報から、第１の立体形状の記号領域１１１の最大
高さと、記号外領域１１２のうちの記号隣接領域の最低高さを特定する。そして、ステッ
プＳ２４では、第１の高さ情報に含まれる記号領域１１１の高さ情報を、記号隣接領域の
最低高さを下回る高さを示す高さ情報に変更する。これにより、記号外領域１１２（特に
、記号隣接領域）が保護領域として機能する第２の高さ情報を生成することができる。
【００７３】
　この場合、第２の高さ情報に含まれる記号外領域１１２の高さ情報は、第１の高さ情報
に含まれるものと同じであるので、後述するステップＳ３０で、記号外領域１１２につい
ては、図案に基づいて決定される立体形状を再現することが可能となる。また、記号隣接
領域が記号領域１１１よりも高くなるため、記号領域１１１をより確実に保護することが
できる。
【００７４】
　第２の高さ情報が生成されると、立体形成装置１は、熱膨張性シートの表面に立体形状
を形成する（ステップＳ３０）。ステップＳ３０では、まず、黒トナー印刷部２が熱膨張
性シートの表面に黒色トナーで印刷を行う。印刷濃度は、ステップＳ２０で生成された第
２の高さ情報に基づいて決定され、高さが高い領域ほど高い濃度で印刷が行われる。印刷
濃度の調整は、例えば、面積階調によって実現することができる。
【００７５】
　その後、熱膨張加工部３が熱膨張性シートを加熱することで、熱膨張性シートが発泡し
、熱膨張性シートの表面が印刷濃度に応じた高さに隆起する。これにより、第２の高さ情
報に基づいて、熱膨張性シートが膨張し、第２の立体形状が形成される。即ち、立体形成
装置１では、黒トナー印刷部２と熱膨張加工部３が、第２の高さ情報に基づいて熱膨張性
シートの表面に第２の立体形状を形成する立体形状形成手段である。
【００７６】
　最後に、立体形成装置１は、熱膨張性シートの表面に形成された第２の立体形状に図案
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を印刷する（ステップＳ４０）。
【００７７】
　立体形成装置１が図５に示す処理を実行することで、熱膨張性シート等の部材の表面に
、図案に含まれる数字や文字などの記号が印刷される領域が適切に保護される立体形状を
形成することができる。このため、熱膨張性シートを用いて立体的な切手を製造した場合
であっても、額面を表わす数字や文字などが印刷された部分が削れて切手の額面に関する
情報が欠落してしまうことが防止することができるため、切手の額面が不明となってしま
う事態を回避することができる。
【００７８】
　上述した各実施例は、発明の理解を容易にするために具体例を示したものであり、本発
明はこれらの実施例に限定されるものではない。立体形成方法、立体形成装置、及びプロ
グラムは、特許請求の範囲により規定される本発明の思想を逸脱しない範囲において、さ
まざまな変形、変更が可能である。この明細書で説明される個別の実施例の文脈における
いくつかの特徴を組み合わせて単一の実施例としてもよい。
【００７９】
　例えば、図９及び図１０では、記号領域１１１又は保護領域の高さ情報を変更すること
で、第２の高さ情報を生成する例を示したが、記号領域１１１と保護領域の両方の高さ情
報を変更することで、第２の高さ情報を生成してもよい。また、熱膨張性シートを用いて
切手を製造する例を示したが、記号を含む図案が施されているものであればよく、例えば
、収入印紙やハガキなどを製造してもよい。
【００８０】
　以下、本願の出願当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
［付記１］
　記号を含む図案が施される部材の表面に立体形状を形成する立体形成方法であって、
　前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高
い立体形状の高さを指定する高さ情報を生成し、
　生成した前記高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記立体形状を形成する
ことを特徴とする立体形成方法。
【００８１】
［付記２］
　付記１に記載の立体形成方法において、
　前記図案に基づいて決定される第１の立体形状の高さを指定する第１の高さ情報から、
前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い
第２の立体形状の高さを指定する第２の高さ情報を生成し、
　生成した前記第２の高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記第２の立体形状を形成
することを特徴とする立体形成方法。
【００８２】
［付記３］
　付記２に記載の立体形成方法において、
　前記第１の高さ情報に含まれる前記保護領域の高さ情報を変更して、前記第１の高さ情
報から前記第２の高さ情報を生成する
ことを特徴とする立体形成方法。
【００８３】
［付記４］
　付記２に記載の立体形成方法において、
　前記第１の高さ情報に含まれる前記記号領域の高さ情報を変更して、前記第１の高さ情
報から前記第２の高さ情報を生成する
ことを特徴とする立体形成方法。
【００８４】
［付記５］
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　付記３に記載の立体形成方法において、
　前記保護領域は、前記図案が施されない前記部材の縁の領域である
ことを特徴とする立体形成方法。
【００８５】
［付記６］
　付記３又は付記４に記載の立体形成方法において、
　前記保護領域は、前記図案が施される領域のうちの前記記号領域を除く領域である
ことを特徴とする立体形成方法。
【００８６】
［付記７］
　付記２乃至付記６のいずれか１つに記載の立体形成方法において、
　前記部材は、熱膨張性シートであり、
　前記第２の高さ情報に基づいて、前記熱膨張性シートを膨張させて前記第２の立体形状
を形成する
ことを特徴とする立体形成方法。
【００８７】
［付記８］
　付記２乃至付記７のいずれか１つに記載の立体形成方法において、
　前記第２の立体形状が表面に形成された前記部材は、切手であり、
　前記記号は、前記切手の額面を表わす数字又は文字である
ことを特徴とする立体形成方法。
【００８８】
［付記９］
　記号を含む図案が施される部材の表面における前記記号が施される記号領域を取り囲む
保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高い立体形状の高さを指定する高さ情報を生
成する高さ情報生成手段と、
　前記高さ情報生成手段で生成された前記高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記立
体形状を形成する立体形状形成手段と、を備える
ことを特徴とする立体形成装置。
【００８９】
［付記１０］
　記号を含む図案が施される部材の表面に立体形状を形成する立体形成装置のコンピュー
タを、
　前記記号が施される記号領域を取り囲む保護領域の高さが前記記号領域の高さよりも高
い立体形状の高さを指定する高さ情報を生成する高さ情報生成手段、
　前記高さ情報生成手段で生成された前記高さ情報に基づいて、前記部材の表面に前記立
体形状を形成する立体形状形成手段、
として機能させることを特徴とするプログラム。
【符号の説明】
【００９０】
１　　　立体形成装置
２　　　黒トナー印刷部
３　　　熱膨張加工部
４　　　インクジェットプリンタ部
５　　　装置筐体
６　　　転写ベルト
７　　　駆動ローラ
８　　　従動ローラ
９　　　画像形成ユニット
１１　　感光体ドラム
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１２　　現像ローラ
１３　　トナー容器
１４　　一次転写ローラ
１５　　二次転写ローラ
１６　　画像形成搬送路
１７　　記録媒体
１７ａ　基材
１７ｂ　発泡層
１８　　記録媒体収容部
１９　　定着搬送路
２１　　定着部
２２　　加熱ローラ
２３　　押圧ローラ
２４　　定着部排出ローラ対
２５　　媒体搬送経路
２６、２６ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄ　　　搬送ローラ対
２７　　熱光線放射部
２７ａ　ハロゲンランプ
２７ｂ　反射鏡
２８　　媒体排出口
２９　　排紙トレー
３１　　キャリッジ
３２　　印字ヘッド
３３　　インクカートリッジ
３３ｗ、３３ｃ、３３ｍ、３３ｙ　　　カートリッジ
３４　　ガイドレール
３５　　歯付き駆動ベルト
３６　　フレキシブル通信ケーブル
３７　　内部フレーム
３８　　プラテン
３９　　給紙ローラ対
４１　　排紙ローラ対
４２　　モータ
４５　　ＣＰＵ
４６　　Ｉ／Ｆ＿ＣＯＮＴ
４７　　ＰＲ＿ＣＯＮＴ
４９　　プリンタ印字部
５１　　ＲＯＭ
５２　　ＥＥＰＲＯＭ
５３　　操作パネル
５４　　センサ部
５５　　フレームメモリ
１００　切手
１１０　図案領域
１１１　記号領域
１１２　記号外領域
１１３、１１４　領域
１２０　縁領域
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